
 

平成 30 年度事業計画書 

  

生産基盤整備支援事業 

 

農用地利用集積事業 

 

   当センターは、平成 26 年４月１日に農地中間管理機構として県の指

定を受け、各地域に常駐する農地集積地域専門員を中心に、農地中間管

理事業業務の委託先をはじめ、市町村、農業委員会、ＪＡ及び土地改良

区等の関係機関・団体と連携を図りながら、農地の集積・集約化に取り

組んでいるところである。 

   ５年目となる平成 30 年度は、「人・農地プラン」の見直しなど地域主

体の取組みを基本とし、関係機関・団体との連携を一層強化しながら、

農業者の意欲が発揮できるような農地の集積・集約化を促進し、農用地

利用の効率化と高度化を推進する。 

   また、国においては、農地中間管理事業の推進に関する法律の施行後

５年を目途に制度の見直しを図るとしていることから、これまで実施し

た意見交換会などを通して関係機関から出された意見や改善要望を精査

のうえ、より活用しやすい事業となるよう国に対して要望していく。 

さらに、経営規模拡大による農業経営の安定化を支援するため、農地

売買等支援事業を活用した農地取得を実施する。 

 

 ア 農地中間管理事業 

 

事業費  1,695,628 千円 

財源内訳 (事業収入、県補助金等） 

 

   平成 30 年度は、関係機関・団体と「担い手への農地集積・集約」、「遊

休農地の発生防止と有効活用」、「新規参入者への支援等」の視点で連携

を強化し、以下の事項に取り組み農地中間管理事業を推進する。 

・担い手農業者の自主的・主体的な農地集約の取組みへの支援。 

・果樹園地等における新規就農者支援と連携した農地の集積・集約化

への支援。 

・中山間地における農地集積・集約の取組みへの支援。 

・農業競争力強化基盤整備事業等への取組みに対する支援。 

・農地集積地域専門員と農地利用最適化推進委員の情報共有・協働の

推進。 



 

・出し手、受け手等への情報発信の強化。 

・出し手、受け手の個々の実情に即した機構事業活用のコーディネー

トの実施。 

・集落営農の法人化の動きがある地域への相談や研修等の支援。 

 

（ア）借受農地管理等事業 

事業費 1,524,349 千円 

財源内訳（事業収入、県補助金等） 

機構が借り受けた農用地の賃料及び保全管理に要する経費。 

 

（イ）農地中間管理事業等推進事業 

事業費  171,279 千円 

財源内訳（県補助金等） 

農地の集積・集約化を促進するための上記各項目の取組み及び各業

務委託先への委託等に要する経費。 

 

（ウ）重点実施区域 

    本センターの事業規程に基づき、農用地等の利用の効率化及び高度

化を促進する効果の高い区域を重点実施区域として別に定め、本事業

の活用を図るもの。 

 

 

イ 農地売買等支援事業 

 

事業費  209,733 千円 

財源内訳（全国農地保有合理化協会無利子資金の借入、県補助金等） 

 

農地取得による経営規模の拡大及び経営安定化を目的に、農地中間管

理機構の特例事業として農地の買入・売渡を実施するもの。 

 

（ア）農地売買事業 

事業費  205,000 千円 

財源内訳（全国農地保有合理化協会無利子資金の借入れ、売買等手数

料等） 

経営規模の縮小を望む農家等から農地を買い入れて、認定農業者等

の担い手に売り渡すもの。 

事業量 農地買入 30 件（30.0ha）、農地売渡 30 件（35.0ha） 

 



 

（イ）農地賃貸借事業（継続分のみ）  

事業費  4,733 千円 

財源内訳（事業収入） 

制度改正（農地中間管理事業への移行）前から引き続き借り入れ、

貸し付けている農地について、受け手農家から賃料を徴収し、出し手

農家に支払うもの。 

事業量 前払い契約８件（8.8ha）、年払い契約 67 件（29.0ha） 

 

（ウ）農地中間管理事業・連携強化活動事業 

事業費  1,207 千円 

財源内訳（県補助金等） 

地域ごとに農地集積地域専門員を配置し、農地中間管理事業の業務

委託先等との連携強化のもとに農地の利用集積を促進するもの。 

 

 

○指 標 

①農地中間管理事業による機構の農地賃貸借件数等 

項 目 
H29 年度実績（見込み） H30 年度計画（目標） 

件 数 面積(ha） 賃料等(千円) 件 数 面積(ha） 賃料等(千円) 

借入分 2,206 1,622 192,096 2,400 2,050 246,000 

 

 
貸付分 1,292 1,484 179,360 1,200 2,000 240,000 

管理等 0 0 0 70 50 6,000 

※実績は、県認可・公告済み（予定）の農用地利用配分計画による。 

 

②機構特例事業による農地売買件数等 

 

 項  目 H28 年度実績 
H29 年度実績

（見込み） 
H30 年度計画 

・買入件数 

買入面積 

・売渡件数 

売渡面積 

29 件 

24.9ha 

29 件 

27.7ha 

28 件 

36.0ha 

26 件 

26.8ha 

30 件  

30.0ha 

30 件 

35.0ha 


